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（様式４） 
 
学 位 論 文 の 内 容 の 要 旨 
 
岡 﨑 祥 平  印 
 
（学位論文のタイトル） 
Dose-Volume Parameters and Local Tumor Control in Cervical Cancer Treated with Central
-Shielding External Beam Radiotherapy and CT-Based Image-Guided Brachytherapy 
（子宮頸癌に対する中央遮蔽骨盤照射とCT画像誘導小線源治療を組み合わせた放射線治療におけ
る線量体積パラメータと局所制御の関係） 
       （「論文目録（様式３）」の主論文の部分を記載する。英文の場合は和訳をつける。） 
 
 
（学位論文の要旨）2,000字程度、Ａ４判 
子宮頸癌に対する根治的放射線治療は外部照射と小線源治療からなる。欧米諸国と異なり、本
邦では外部照射において膀胱や直腸への線量を低減するために全骨盤照射の途中で中央遮蔽骨盤
照射に切り替える方法が標準となっている。また、近年の3次元治療計画の進歩により、照射さ
れた線量や体積の定量的解析が可能となっている。本邦の標準的治療法は、多施設共同研究を含
め種々の臨床試験で欧米と比較して遜色ない治療成績が得られ、重篤な遅発性有害事象の発生率
も低いことが認められているが、局所制御に関わる線量体積パラメータはまだ確立されていない。
そこで、全骨盤照射、中央遮蔽骨盤照射、3次元画像誘導小線源治療からなる放射線治療を受け
た子宮頸癌における、局所制御と線量体積パラメータの関連を後方視的に解析した。 
2013年6月から2015年10月に根治目的で放射線治療または同時化学放射線治療を施行した子宮
頸癌103症例を対象とした。放射線治療は全例で外部照射と小線源治療が併用された。外部照射
の臨床標的体積(CTV)には原発腫瘍、子宮全体、子宮傍組織、腟上部、骨盤リンパ節(総腸骨、内
腸骨、外腸骨、閉鎖、仙骨前)を含めた。外部照射は1回線量1.8-2.0 Gyの週5回法で施行し、全
骨盤照射では前後左右の4門で照射を行った。IB1期またはIIA1期に対しては20Gy、進行期では30
Gyの全骨盤照射を施行後に、3cm幅の中央遮蔽を照射野に挿入し、前後対向2門で骨盤リンパ節領
域に30-10 Gy照射し、総線量50Gyを投与した。その後、腫大骨盤リンパ節転移に対し6-10 Gy追
加照射を行い、リンパ節への総線量を56-60 Gyとした。小線源治療は中央遮蔽骨盤照射とともに
開始し、高線量率の192Ir線源を用いて週1回、合計3-4回施行した。全ての治療計画はCTを用いて
3次元治療計画にて行われた。全身状態や臓器機能が保たれ化学療法に耐えうると判断した症例
に対しては、プラチナベースの化学療法を外部照射と同時併用した。 
全ての照射線量は生物学的効果を加味して高リスク臨床標的体積(HR-CTV)のα/β比を10Gy、
リスク臓器のα/β比を3Gyとしたときの Linear-quadratic model (LQ model)で2Gy等価線量(EQ
D2)に変換した。小線源治療のHR-CTVに対するD90とD98の合計線量中央値はそれぞれ40.5 GyEQD2と
31.4 GyEQD2であった。全骨盤照射と小線源治療の線量を単純合算したときのHR-CTV D90とD98の合
計線量中央値はそれぞれ74.2 GyEQD2と65.1 GyEQD2であった。 
 経過観察期間中央値は31.8か月(範囲 6.5-52.9か月)であった。病期別の2年全生存率はI期100
%、II期92%、III-IV期85%、病期別の2年局所制御率はI期100%、II期94%、III-IV期87%であり、
病期間に有意な差は認められなかった。Grade3以上の重篤な遅発性有害事象として、Grade4の直
腸腟瘻（2症例）、Grade4の膀胱腟瘻（2症例）が認められた。局所再発は7症例で確認され、そ
のうち2症例は治療後それぞれ5.4か月、15.9か月後にHR-CTV外の腟下部、膣口に再発した症例で
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あった。それ以外の5症例は治療から5.4か月-19.8か月後にHR-CTVに定義した領域に再発した。 
HR-CTV内に再発をきたした5症例と局所再発を認めなかった95症例の2群について、まず臨床・
病理学的因子と局所制御の相関を解析した。Fisher検定を用いた単変量解析を用いて年齢、T因
子、腫瘍径、組織型、全骨盤照射の線量、化学療法併用の有無などの臨床・病理学的因子につい
て解析したが、2群間において有意な差は認められなかった。 
次に、線量体積パラメータに関して、小線源治療のみでHR-CTV D90やD98と局所制御の相関を
解析した。ROC解析に基づき、HR-CTV D90で36.0 GyEQD2、D98で28.0 GyEQD2をカットオフ値としてFi
sher検定を行ったところ、小線源治療時のHR-CTV D90やD98が高い群で有意に局所制御が良好で
あった (HR-CTV D90でp = 0.001、D98でp = 0.002)。よって、30-40 Gyの全骨盤照射と20-10 Gy
の中央遮蔽骨盤照射で治療を行う場合、小線源治療合計でHR-CTV D90 > 36.0 GyEQD2またはHR-C
TV D98 > 28.0 GyEQD2を満たすことが局所制御のために重要と考えられた。 
また、小線源治療のHR-CTV D90やD98の合算線量に全骨盤照射を加味した場合の局所制御との
相関を解析した。ROC解析に基づき、HR-CTV D90で72.0 GyEQD2、D98で63.5 GyEQD2をカットオフ値と
してFisher検定を行ったところ、全骨盤照射と小線源治療のHR-CTV D90やD98の合算線量と局所
制御に有意な相関は認められなかった(HR-CTV D90でp = 0.169、D98でp = 0.160)。この理由の
一つとして、中央遮蔽骨盤照射の際、HR-CTVに対する線量の寄与が正しく反映されていない可能
性が考えられた。 
 
 以上より、中央遮蔽骨盤照射を用いた子宮頸癌の放射線治療において、局所制御に関わる線量
体積パラメータとして、小線源治療によるHR-CTVのD90とD98線量が有意な予後因子であることが
示唆された。 
                                                                                
